


第 4章 公的年金制度の安定性の分析 〈給付水準、保険料水準及び積立水準〉
1.給付水準

公的午金制度の安定性を検証するに当たり、まず、「給付水準が急激に引き下げられる

おそれや、老後の基本的部分を支えられなくなるおそれのないこと」という得l点から、

給付水準の分析を行 うこととする。

厚生イli金及び国民イli金では、「保険料水準を先に決め、マクロ経済スライ ドで給付水4t

を調イ

“

することに、kり 財政の均衡を保つ方式」(保険料水準 |「1定方式)で、共済イF金では、
「給付がり:だ liイ 11全υ)給付設 !:|・ に準拠する形で先に決まり、サ|イ

・
政の均衡を1カtつ よう必要な

角t険料率が後か :)定 よる方式」 (給付先決めノブ式)でサ1イ・政見通 しが作成さオしているt,共済

年金の給 fヽ 1‐がサ:F/liイ li金に準拠し、り:Fノ liイ li金 と同 一の ′ヽク |:1経済スライ ドを適り||すること

となっているた〆)、 彼りll者
・イll金 ||りl度の給 f、1水準は、りIF`|:イ llttυ )サ |オ政に大きく影イ半されて

いる。

|,Fノ liィ lt金の給付水準の|^旨標 として |.1、 標ツ|1的なイlittυ )サ ,「得代林'率tがり||い に,れ′、 と後ノ|:

活υ)り 1に本的部分を支える給 fヽ1水準をf珀 :|キtするため、こυ),サ iイ |1代替率が年金を受け取 り始

め夕 |、T点 (65歳 )で 50(/)を ll国 る 1)υ )と されている。そこで、給 fヽ l水準をみるにル)た り、

リサi(キ ll代林率でlil′ 1111す ることとする.

①所得代替率の将来見通し

1`4成 21イ |:財政検 Iilli・ サ|イ
‐
政 llilil´ ち年札

li場こにおける編 1劇り支υ)|り i`l}代本トヰiυ )1子 k tti亜 しは、1文 |

表 /lll及 び図人 11-2に示 したとお りでル)ろて,

サIFノ liィト金υ,オ ;「ツI:白勺イrイ liく、グ)|サ iイキ|イに本トリ率il i、 2()10イ li度に 62.3(/)で ル)る 1)σ )が 、 ‐イクlf糸准

済スライ ドにてたる給 fヽ 1‐水ツ|り ,|′ 1動 |,月幣にてkり 徐々にlltド し、2038イ li度に 5().1`/)と なる )也

込みである(,以降 |■糸f)(ヽ1水 4なの調イ

“

が行われないため、ナリ「得代替'ネ 1は 50.1(/)の klによ∫「移

することとなり、り1(本ケースの ||||サ亡どお り||た移 した場合には、所得代林′率iはり1に 4tと なる

50(/)を llll:|る 見す△̀み とオだっている,,

一リブ、 共済イli金は、2010イ F度に1可 共済 5R.2%、 1也共済 56.7ツ )、 ″、学共済 57.9ツ)であ

る 1)の が徐々に抵 ドし、2038イ 11度以降、1可 共済 48.1ツ )、 l也 共済 47.(y)、 ″、学共済 17.1ツ )

にオrる ()″ )と )と込 lkオし、 サ'Fノ |:ィ 11く、とノ`ラレルに|イt移司~る t, ここで、 りt済 各|lllり吏のサ
'F得

代

替率がサ:F/liイ li金 と,11な っているのは、

・共済年金σ)標準的なイ11金額に |`よ職城湘
`分

が含まれていること

・サリ「得代替率をち|:|||す る際に各々の制度の現役り」r‐の｀14均
「
取り年収を



用いていること

の 2つの要因によるものである。職 l或部分を除いた厚生年金相当部分の給付に限定し、

所得代林率を算出する際のイ111又をそろえれば、全制度とも全くFlじ所得代替率になる。

そこで、以下で給付水準を評価する際には、代表として厚生年金の所イ11=代替率でみて

いくことにする。

各制度の標準的なイli金のり

'i得

代替率の将来見通 し

(1沼 表412)各 制度 1/9標 4t的な午金の,り i得代林率υ)将 k)と通 し
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②マクロ経済スライドのスライド調整率等の将来見通し

マクロ経済スライ ドによる給付水準の調整は、財政の均衡が図られるまでの一定刃l間、

スライ ド
`J‖

4脅率でイ|ヨ金の改定率を抑制することにより行われる。ここで用いられるスラ

イ ド調整率は、「公的年金の全被保険者数の減少率の実績 (3年平均 )」 と「平均余命の

延び率を勘案 して設定した一定率 (0.3%)」 との合計で設定される。

今 1屯 |の財政検1lLにおける公的イll金被Йt険者数の将来見通しにり:にづいたマクロ経済スラ

イ ドのスライ ドIJ対 1“率は、図表 4-13、 4-14の とお りである。 1文1夫 4-1-3に は、参考の

たy)に、 lifll111υ );財 政 llilil‐ サ:1におけるスライ ドI調整′率ζもイリ「記している。

(|× |ノ(4-1-13) マクロ糸雄済ス
‐/イ ドのスライ ド調イ
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(図表 牛 1/1)マ クロ経済スライ ドのスライ ド調整率の見通 し
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マクI」 経済スライドによる給イヽ1・水準 lJ‖イ喜は、スライ ド甫‖1“率を1旨標として行われるが、

・賃金水準や物 1‖ i水準がlltド した場合には、糸f)付水準調 1籠を行わないこと

。it金水準や物111水準が llケ |‐ した場合で 1)、 機 1戒的にスライドlJ尋幣率を適り!|

するとイlitt σ)改定率がマイナスとなる場合は、イlittυ )7111額 をり|き ドげることはし

ないこと

とされてお り、ここに示したスライ ド|]‖イ

“

率がすべてそのまま適用されるわけではない.

また、2105イ ll度の積、ア度合がち にうど 1と なるように、給付水準IJ鵡 1雀終 rイ |:度υ)ス ライ

ド・調イ

“

■:を調イ務している、,し たがって、例え |ボリ:(41ケースによういては、2012イ li度に糸f)イ|

水準調イ済が |;‖力台さオし、 報|り‖比 1//11部分が 2019イ li度に、 基礎イli全部分が 203Rイ |り 1に I;月整が

・(,4‐



終了する見込みであり、それ以降のスライ ド調整率は適用されないことになる。

スライ ド調整率そのものの数値は、給付水準調整が行われる見込みの 2012年度から

2038年度までの 1出]でみると、-0.8%～ -2.0%程度の水準となっている。
こうした給付水準調整による給付の抑制効果は、スライ ド調整率そのものではなく、

実際に適用される実効のスライ ドi]月 1湾率を累積することで測ることができるが、それは

見方を変えると、マクロ経済スライ ドを織 り込んで算出されている所得代替率の変化の

度合いをみることと「1じになる。実際には、基礎年金部分と欄llll比例部分のl調 1“終了年

度が )1な るため、各人が受け取る年金でみると、各々のり1に礎イ
「
全部分と報lllll比例湘

`分

の

割合に力ぎじて夕il制効男tが違つてくるが、ここではイに人として標準的なイllttσ )テ J「 ill代 |卜率t

の変化の度合いをみることで、給付の11ll制効果を把握することとする。

図人 415は 、2009年度のλ,「得代朴率を 1()0と した場合の指数を示 した 1)のである6
り「得代本卜'率ζのよ旨数 |、よ、20()9イ ll度の 10()か ら徐々に低下していき、糸f)f「ヽ水準瀾整が終了り

~

る 2038イ F度に約 81と なる )と込みであるて,サ IFイ 11イ li ttυ )標ツlt的なイli金でみると、マクロ経

済スライ ドの糸|li tttと して、最終的には給付が約 21争1抑 |1調 される見込みでル)る ことがわか

る。

(1文 1表 1-1-5)20()∫タイlitt1/9所イ|卜代本卜率を 100と した場合υ)指数

‐
(:5‐



③前回との比較

j_t礎年金部分と報酬比例部分のマクロ経済スライ ドは、前回の財政再計算ではともに

2023年度に終了したが、今回の只イ
・
政検証 。員オ政再計算では基礎年金部分が 2038年度、

報 lllll比例部分が 2019年度と終了年度が異なってお り、所得代替率そのものをみるだけで

は前回からの変化を捉えるのが難しい。そこで、給付水準を前回と比較するにあたり、

厚生年金において、〕T得代替率の分子となる「標準的な年金」を「り1【礎イ11全部分 (夫婦

二人のり,撻礎年金 )」 と「報llllll比例淑
`分
(夫の報llllll比例年金)」 に分け、各々を所得代替率

の分母となる「現役 (男子)の平均手取 り午収 (月 額換 tli)」 で除した率を作成し、分析
‐
l~る ことと

~l~る
 (IXI表 4-1-6)。

厚生イli金の所得代本卜率は、 |)打 IHIのサ|イ
・
政 i!j,:ト サli時点では 2001イ 11度に 59.3%と なってい

た t,υ )が、マクロ経済スライ ドの実施により 2010イ 11'虻 では 56.8%ま で低下する見込み

となっていたて,しかし、物 1‖ iや 賃金の下落によリマクロ経済スライ ドが実施されていな

いことに力||え、テ

'F律

|イに替率を算出する際の 1`4均イ|:収が |)有 ||:|に比べ下がつていることから、

今 1111のサ材
・
政検漁|:においては 2010イ 11度の サ:得代林率は 62.|ヽ

(/)と
、 |)打 ll可にルLべ 5.rl,1く イ́ン

ト|「Iい水準となっている.」 it礎イli金湘
`多

〉と僣illllllltt1/yll出
`分

の内l,(をみると、り1に石地午全部分

で 1.1ラ lでイン ト、 ‖支|り11七 1/yll離
`分

で 1.0ラt(イ ン トlfiく なっている。

1`4成 21イ li財政検 liliにおけるリサi得代替率をみると、2012イ il度にマクロ経済スライ ドが

|サ‖始される見込みであるため、2011イ litti資 では1'iイキ}代本トキ:が変化せず、2()12イ li度以降に

り!:礎年金湘
`分
、 報lllllltt1//1部分σ́)率が共に減少 していくて)マ クII経済スライ ドυ)終 rイ li度

が、りi鰭礎イli金部分 2038イ li度、報1馴11ヒ例湘
`分

2019イ li度 とサ1[な っているため、スライ ドIJ‖

なり明ドll179長 さを反1映 して、J蔵終的には、り,ヽ礎イ|:全部分が 2010イ li度 ||キ /、1と ルL・ くて 9.8ポイ

ン トυ
'低
下、 ‖支lllllカヒ1//11部 分が 2.2オ イヾン トυ)lltド とオrっ て才うり、 慎(llllll比例湘;分に士レミて

りit礎イli金出
`分

の低下lllllliが 大きくなっている。

前|口 |と 比較すると、マクト1経済スライ ドによるスライドIJ月 1“率 |′ 1体が少 r化の進展で

大きくなつていることを反 |1央 して、リリi得代林率の |)毎 ll:|と のり千iは 2012イ 1度以降若 |・総i小 し、

2019イ ll度に|■ 5.3ポイン トとなる ,しかし報lllllll比イ列許|`分のマクロ経済スライ ドが |1打 |;Jよ

りl:Lく 終了するため、2019イ li度以降このブf:が |ル〔大 し、2022イ 11度には 5.7ポイン トに達し

ている。 2024 イli度以降において|:1、  |lfjl:rl lま 'マ′クロ糸卜済スライ トが子j',オしイrいのに対し、

今 |口 |はり!ヽ礎イ11金淑
`分

でυ)マ クロ経済スライ ドが続 くため、2o38イト度まで所得代替率のり千:

は急速に縮小 し、2038イ li度では差は-0.1ポイン トと前卜:|と 所得代替率とはぼ同水準と

な′)ている。



(図表 41-6)厚生年企の所得代替率の平成 16年財政再計算との比較
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2.保険料水準

次に、給付先決め方式である共済午金について、「保険料率が急激に引き上げられるお

それや、負担が過大なものとなるおそれのないこと」とい う観点から、保険料水準の分

析を行 う。なお、共済午金 との比較のため、保 1倹料水準固定方式である厚生年金 と国民

イli金についても参考としてみていく。

図表 42-1は、平成 21∠ li員イ政検証・りけ政再 |:+3れにり!ヽ′15く 各制度の働t険お|(率)について、

最終保険料 (率 )及びそのが1達イF度等をまとめた t)のでル)る。

最終保険料 (率 )は、厚 rlニイ|二金が 林.3γ )、 1可共済+地共済が 19.8%)、 私学共済が 19.1(/)、

1可 ltイ li金が 16,900111(｀ 14成 16イ 11度夕|:格 )と 見込まれてお り、そのが1達年度は、サ'F`11年

金及び 1可 itイ ll金 2017イ li度、1可 共済+1也 共済 2023イ li度、私学共済 2030イ li度 となっている.

最終 f力tl倹お1率は、 共済年金が厚ノliィ li金 より高い水準になっており、また、 |)年 |‖ lυ )サけ政 ll∫

li[算に比べ、1可 共済十地共済は 1.0%)(li有 IHI:f責 、ア度合 lσ )場 合で 1ド .S(/))、 〃、学共済は

0.97)(lill;・ |:18.5%)_llケ |‐ しているが、いずれυ)||メ1度において t)過 大な負11:と はなって

いないモ,υ )と なえる.

また、毎イllυ )り ||〕げ喘11については、彼り|1計イlt金が各制度と ()毎 イl10.351(/)、 1可民イli金

は角1イト280111(｀陶′kl(;イ「 度111i格 )と イrって
いる、,どυ〉|1薔度 1)チ llイ liノト亥Jノハにり|き llげてい

く|:「‖11であり、保険料 (率 )が急激にり|き 11げ |,れ る状況にはな′っていない.
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3.積立水準

積立金は、その運用収入により、保険料率の上昇や給付水準の低下を初lえ る効果があ

る。また、期 |‖ ]は限られるが、積立金を取 り崩すことにより、同様の効果が得られる。

このため、私立金の水準は、年金財政の安定性を確保する上で非常に重要である。仮に

積立金の水準がlltければ、保険料水準Pl定方・ tである厚生年金の場合は、
「給イヽl水準が急

激に引き下げられるおそれや老後のり:撻本的剤
`分

を支えられなくなるおそれのない」とい

う観点から、給付先決め方式である共済年金の場合は、「保険お1率が急激に引き上げられ

るおそれや
`tll lが

,邑 太な 1)の となるおそれがない」というiりl点からみて、安定性が低い

ことになる。ここでは、横立水準について検 :計 |:する。

①積立比率の将来見通じ

積立i´ヒ′キ
'と
は、 |1打イ11度末に |力t有り

~る
f占 アヽ金が、実質的な支 ||lυ )う ち |′ ||1有で川意しなけ

れ ||だならない分 (=|力t険半:|:tlllによって |イ iう 占|`分 )の何イli分に111型 1-ケるかを表すサ|イ・政 |^旨
夕「
~CIら
るで,

fJiヾ五士レ半iの 1子 来見通 しをみると(|シ1人 ′1-31、 ‐132)、 2()10イ li度には、サIFノ liィ li金が 1.1)、

|11民年金が ,1.6で
`0)る
1/9に 外|し、|11サ t済 十地共済が 9.1(|11サ t済が 6.3、 1也共済が 1().1)、

〃、学共済が 9.2であり、共済イli金のは、ア比率がかなり高くなっているィ,

各|1川度 (ヒ 1)、 2035イ li度か「,2()わ 0イ 11度 111を ビークにllt lヽ
｀
する )色込みとイrつているが、

|、午に″、学共済で11ビ‐―ク||、午υ)fJi立比 ,半 iが 1:3 JJと リト||:に |「れ 水ヽ準にイrつ て才3り 、そこから

一気に急 llt iヽ
‐
することとなる。 11七終的には、21()5イ 11度で、サ:Fノ |:ィ li金 1.2、 |11共済十地りt

済 1.3、 私学共済 2.0、 1呵民イll金 2.3と なることが見込 .kれるで,

こυ)よ うなf責 、ア比率υ)llt下は、今||:|の財政検 I議 |:・ ;財政 ll「 lil‐ら11で各|1月度ともに 21()5イ lt度

の横 アヽ度合が 1(共済イ11金は 1以上)になる ,kう にサ|イ政見通 しを作成 していることによ
る 1)のでル)る 。



(図表 43-1)積立比率の将来見通 し
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②積立金の運用収入分及び取崩し分の料率換算

横立金の効果をみるために、積立金の運用収入分と取jЛ し分を保険料率に換算してみ

ることとする(,ただし、[可民午金については、保険料 (平成 16年度創i格)に換算したも
ので表記することとする。

まず、村i、ア金の運用1又入分の料率換算の1子来見通しをみると(隊1表 牛 3-3、 ←36)、 元

となるf黄 ウ:金の 1‐1た移を反映し、各 |IJ度 と1)2050イ li代町1を ピークとした山
`11の

り形状になっ

ている.ビーク||、午で、り'だ 11年金で 6.9(/)、 1可共済+1也 共済で 9.6(/)、 私学共済で 12.9%、

1可民イli金で 6,11)2111と 、大き/kti力t険料半iσ )1軽減効果が兇込まれる.

次に、ffi、ア金υ)llkチカ|し 分の料率換サ1lυ )1子来)也通 しをみると(1文1表 ■ 3-`1、 136)、 1`1″ j

厚生イ11金 と|11共済十地共済がイ∵ltfri、ア金をllitり す力|す状況にル)る が、その後しばらくの ||ll

l■ 各|1川 ,1と ()取ナル|しυ)ない状態でオ|「移司
―
る ,fli立 金υ)llitl力 |し |.ま、″、学共済は 2059イ 11度か

ら、サlFノ |:ィ li金 と1可 1(イ li金 lit 2066イ li度か「)、 |11り t済 十地共済は 2067イ li度か :,順次始「たり、

特に″、学共済と1可 共済十1也共済で大きくlll′ JIIす る,,21()5イ li度では、サ'F生イ11金が ′|.8(/,、

|11'そ汚年十1也 りt済が 7.6ツ )、 私′`14り tヵ午が (;.1)(/)、  |!11(イ liく がヽ 2,877111と /tっ て才Sり 、 fJi、レ:くヽ
υ)取 jル |し う)で 1カt険本1'ネ lυ )11ケ|が |サllえ_ら オt′ていろ、,

‐kた 、 f占 立金1/9運川収人分とサ1支 崩 し分を合算 して積 立令

`、

体υ)効 果をみると(測 人

4-3-馬 )、 各制度 (ヒ 1)かなり1脅iい .キ iと な/)ており、 ″、́r共済では 12ツ )を′超え_る 1人態が1(く
続く状みことなっている.,llKに fri立 金を|力tイ「していなければ、 ここに/1tし た率の分だけさ

'｀

りに1呆険料′辛1を llげ る (7∵ しくl tttf)イ lヽ水 4たを 卜
・
|ドる)′∠、1要が

`',り
、 各|1川リセと ()f責 、ア金に

よる保膨ヨ:|イ |の軽減効舛tがかなり大きいことがわかる(1キt険 11・水準を夕llえ る (I111定する)
‐ノブでル)る 程度 1/9給 イヽ1水 41を 1維:保するために、fJi、ア金が大きな役:申 |を 果たしている.
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(図表 牛33)運用収入分の料率換算
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(図表 4-35)積立金の取崩 し分・運用収入分の料率換算
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③総合費用率と保険料率の関係

総合費用率は、横立金及びその運用収入がない場合の賦課保険料率に相当することか

ら、保険料率と比較することで、横立金による保険料率の軽減効果を把 |ナ1できる。すな

わち、保険料率が総合費用率を下回つている剖
`分

が、〃i立金の効果で保険料率を軽減し

ている部分 となる。

各制度についてみると(図表 437)、 厚生年金では 2010年度代後半まで及び 2030年

度代後半以降において保険料率が総合費リロ率を下回つてお り、ピーク時では 7.4%の保

険料″率tが軽減されている.い1共済+l也 共済では、一 rtして |キt険料率が総合費りll率を下回

つてお り、ピーク時の軽減効果は 9.8%でル)る .″、学共済では、2010イ it度代後
｀
|たまで及

び 20/10年度 1了〔以降において保険料率が総合費り|1率を下1日 |っ ており、ビーク時の軽減効果

|ま 13.4ツ )~ぐ ル)る。

||ム ::トリ切||11の 後
｀
|′

tは 111当 fi:度 の f力tl倹料・'半 iが軽減さオしろ1り0)こにで

')る

が、 各|1月度ともイ11度を

追うにつれ、運り|1収 人で員イiう 部分が減り、横、ア金の取崩 しに、kり 費イiう 方 1占 |にシフ トして

いくことがわかる。共済イ11金は、サIFrliイ ll金 に比べ、現イli t/D横 、ア水準の高さを反 |1央 して、

横立金による保 r尖料率の1囃減効果が大きく、特に私学共済では、将米的に急lllする総合

費用率の_卜

'「

分を高い水4t υ)械 たヾ金に、kる 運用ll又人や取 |ル |しの効場こで員イiい、結果的に他

制度とはば 1司等σ)1カtl食料 '半 i水準に抑える1古造となっている1,

|111(イ li金には 1り‖準報lllllと いう11比念がなく、彼用
｀
静イlt金 |1川度の `1う な総合費用率を求め

ることができないことから、実質的な支||l1/Dう ち |′ |||けでサ1イ
・
汐|(をサ|1意 し/k・ けれ 11でな「,ない

分 (=総 合費用率の分 rでル)る 「実 7〔的 /k・支 |||― 111サ :li。 公経済負1111)を 保険お|に換 tγ
'「

し、その換算額 (以 ド「総合費り||の 1カtl資料換 )liJと いう.,)と 保険料を比1咬することによ

り、積立金に、kる |力t険料の1囁減効果をみることとする。なお、この総合費用の |キt険お1換

算は、積立金及びそυ)運用収入がない1場合の賦課 f力t険料に栂!当する()

γL:「実質的 /k・ 支出一国力li・ 公経済負111」 (名 |]額 )/保 F灸 |:[収人 (71「 1額 )
×イレtF`ミ || (ヽ 14ルt i6イ 14り虻111な各)

として、イll会保障審議会年金数ノ|!部会において1111iれ た。

1颯民イ11金における総合費用の保険お1換算と偽t険 1年I(いずれ ()｀ 14成 16イ li度価格)の 1川係

をみると(図表 卜3-8)、 当初は保険お|が総合費用の物t険料換算とはぼ同水準であるが、

2020イ |:度代か F)2030イ il度代り1に は保険料のソプが高い状態で||た移する。そυ)後は lliび保

険お|の ププが低い1人態が糸売き、 ビ′―ク|||チで約 6,100111の 保1倹お|が中トカ:支 されている(,

74




